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日本コープ共済生活協同組合連合会
（コープ共済連）

組合員参加推進部　地域ささえあい助成事務局

03-5778-8135
（平日10:00〜16:00　土日祝日除く）

sasaeai@jccu.coop

日本生活協同組合連合会
（日本生協連）

社会・地域活動推進部　地域コミュニティグループ

2027年度「協働はじめる助成」応募用紙

制度全般に関するお問い合わせ先

03-6836-1324
（平日10:00〜16:00　土日祝日除く）

contribution@coopkyosai.coop

協働に関するお問い合わせ

本助成制度では、人と人、組織と組織のつながりの中で、時にはささえ、時
にはささえられながら誰もが安心してくらせる地域社会に向けて、生協と生協
以外の団体が協働して取り組む活動を支援します。

地域において、社会課題や地域課題の解決のために地域の多様な団体と
生協とのつながりを創り、広げ、協働の力でさまざまなテーマに取り組もうとされ
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応募用紙（様式1〜様式5）※書式を変更せず、エクセルデータでご提出ください。

(会員生協以外の生協および団体は事業全体の資料を抜粋せず添付してください）

(会員生協以外の生協および団体は事業全体の資料を抜粋せず添付してください）

※ご提出にあたりご留意いただきたい点
①コープ共済公式ホームページ（https://coopkyosai.coop/csr/socialwelfare/hajimeru.html)
【申請はこちらから】より、ご提出ください。資料の添付は容量制限があります。申請が無事に送付された場
合、【受付完了】メールが届きます。申請時に添付できなかった資料は届いたメールに添付して送付してくださ
い。その他の方法による提出は受け付けておりませんので、予めご了承ください。

②応募用紙以外の書類も「A4版」で作成してください。

③「見積書等、申請金額の根拠となるもの」とは、「見積書」「料金表」「カタログ」「購入予定のWEBサイト画
面をコピーしたもの」など、費用の妥当性・金額の根拠を示すものです。単価1万円以上の費用についてご提
出が必要となります（「応募要項」の「経費ガイドライン」参照）。具体的にイメージできる情報の提供がない
場合は、助成額が減額もしくは助成対象外となることがあります。金額の根拠はURLを貼付するのではなく
（当会セキュリティ上、アクセスできない場合があるため）、画像データや画面コピーを応募用紙とは別のファイ
ルでご提出ください。

提出書類（協働はじめる助成）

定款、規約、会則、またはこれらに準ずるもの

前年度の事業報告書、または活動実績がわかる資料

前年度の決算報告書、または前年度の会計実績がわかる資料

立ち上げより1年未満の為資料なしの□に必ずチェックしてください。

見積書等、申請金額の根拠となるもの ※単価1万円以上の費用のみ

立ち上げより1年未満の為資料なし

立ち上げより1年未満の為資料なし

* 立ち上げたばかりの団体で前年度の実績が無い場合は提出は不要です。

※記入上の注意点
指定活用団体に指定された後に、上記確認事項に反する事実が判明した場合には、
虚偽の指定申請があったものとみなされる可能性がありますのでご注意ください。
また、上記事項を法人において確認した際の根拠資料（例えば、理事等からの提出
受けた誓約書等）がある場合は、当該資料を主たる事務所に10年間保存してくださ
い。

https://coopkyosai.coop/csr/socialwelfare/hajimeru.html


本助成制度を知ったきっかけ X（旧Twitter） 生協からの紹介 コープ共済連ホームページ

（複数回答可） Facebook 生協以外の紹介 他のHP

□をチェックしてください。 instagram その他右へ入力

※注意︓「生協」と「生協以外の団体」の両方のご記入がない場合は応募できません。

☑

☑

☑

様式1　確認書（協働はじめる助成）

※ご提出にあたりご留意いただきたい点

「協働する団体」とは、同等の関係性（受託・委託関係なし）において、共に活動をすすめる「生協」と「生協以外
の団体」のことをいいます。以下のすべての項目をご確認のうえ、チェック漏れにご注意ください。
また、本文書は各協働団体にて助成期間終了まで保管してください。

●本助成制度の趣旨に関する確認
・上記の「協働する団体」は、本助成制度の趣旨を理解し、協働を通じて地域への貢献を目指すことを約束しま
す。

・応募にあたり応募用紙（様式1〜様式５）で確認した内容に相違ありません。「2027年度「協働はじめる・ひろ
める助成」応募要項」および「Q&A（よくあるご質問）」の内容を確認しました。

・提出書類の内容に虚偽があり、または本助成制度の趣旨に反したことにより、助成決定の取り消し等がおこなわ
れることとなっても異議の申し立てはせず、助成決定の取り消しならびに、助成金を返金することに同意します。

○○団体からの紹介

内容を確認しました
●提出書類に関する確認
・協働する団体は、提出書類について、所定期間中に提出することを確認します（助成が決定した場合、速やか
に助成金を受け取れるよう入金先口座を準備しておきます）。なお、書類不備となるような書式変更はいたしませ
ん。

内容を確認しました
●当会支援金等の重複に関する確認
・応募する活動は、「CO･OP共済 健康づくり支援企画」や日本コープ共済生活協同組合連合会の「広報宣伝
費負担枠」などと重複または関連しないことを確認します。

内容を確認しました



☑

☑

●情報公開および個人情報に関する確認
・協働する団体は、下記１、２を確認し、同意します。
１．助成決定後、次の事項が日本コープ共済生活協同組合連合会のオフィシャルホームページで公開されるこ
と。
　　「団体名」、「助成された活動の名称および概要」、「活動内容」、「活動の様子がわかる写真」、「活動成果」、
「その他団体から提出された情報」
２．本助成制度の運営にあたり日本コープ共済生活協同組合連合会が取得する個人情報については、助成先
の選考および本助成制度の運営に必要な範囲で利用し、厳格に管理をおこなうこと。
※日本コープ共済生活協同組合連合会の「個人情報保護方針」については、以下URLにて公開しておりますので
ご参照ください。https://coopkyosai.coop/privacy/
３．助成決定後、他の助成制度等からの問い合わせが有った場合、この応募用紙の様式3.4.5について、生協
および団体に連絡なく事務局判断で開示すること。

内容を確認しました

●　応募不可団体に該当しないことの誓約
・下記１〜９の当会所定の応募不可団体のいずれにも該当しないことを確認し、将来においても該当しないことを
誓約します。
・下記１〜９のいずれかであることが判明した場合は、助成決定の取り消し等がおこなわれることとなっても異議の
申し立てはせず、助成決定の取り消しならびに、助成金を返金することに同意します。
・参画団体（助成活動をともにする団体）については、協働する団体の責任において応募不可団体に該当しな
いことを確認し、将来においても応募不可団体に該当する団体と活動をともにしないことを誓約します。
・参画団体が下記１〜９のいずれかであることが判明した場合、助成決定の取り消し等がおこなわれることとなって
も異議の申し立てはせず、助成決定の取り消しならびに、助成金を返金することに同意します。

１．暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含む。）、暴力団準構成員、暴力
団関係企業その他の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること
２．反社会的勢力によって経営・運営を支配され、または暴力団員が関与していると認められること
３．反社会的勢力を不当に利用していると認められること
４．反社会的勢力に資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与していると認められること
５．役員または関与している者が、反社会的勢力と社会的に非難される関係であると認められること
６．宗教の教義を広め、儀式行事をおこなう、信者を教化育成することを目的とすると認められること
７．政治上の主義を推進し、支持し、またはこれに反対することを主たる目的とすると認められること
８．特定の公職（公職選挙法（昭和25年法律第100号）第3条に規定する公職をいう。以下この号において
同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）もしくは公職にある者または政党を推薦し、支持し、ま
たはこれらに反対することを目的とすると認められること
９．前各号の他、以下いずれかの事実が認められること
　　（１）本確認書での確認事項を偽る事実
　　（２）本確認書ならびに応募要項に掲げる本助成制度の趣旨に反する事実
　　（３）公序良俗に反するおそれがある事実

内容を確認しました

https://coopkyosai.coop/privacy/


☑
日本コープ共済生活協同組合連合会

活動名

協働する団体
住所

第一 団体名
（窓口団体） 代表者氏名 押印省略

住所
第二 団体名

代表者氏名 印

記入日

●その他助成金を受けるにあたっての確認
協働団体は、助成活動が適正に促進されるため、下記１〜９について確認し、同意します。
１．助成決定後に助成金を速やかに受け取るため、協働団体のいずれかを受取団体として決めておくこと
２．助成決定後に協働団体の役員名簿を所定の書式にて提出すること
３．応募要項記載の「助成の取消および助成金の返金について」を確認のうえ同意すること
４．助成決定後の活動をするにあたって「地域ささえあい助成」のロゴ・バナーを活用するよう努めること
５．助成決定後の活動における制作物には【ＣＯ･ＯＰ共済　地域ささえあい助成の協賛を受けています】と明
記すること
６．助成決定後の活動をするにあたって、活動内容を積極的に情報発信すること
７．助成期間中に開催される「団体交流会」に参加すること
８．助成開始後、登録されるウェブページ（「社会貢献の取り組み　登録制ページ」）にログインして必要情報を
取得すること
９．助成期間中に実施される「フレンドリーサポート」（本助成制度独自の双方向的なフォローアップ）に協力す
ること

内容を確認しました

2026年10月15日

XX県XX市XX町1-1-1
■■■■■生活協同組合

■■　■■

XX県XX市XX町5-5-5
●●●●●

□□　□□

代表理事理事長　　笹川　博子　殿

安心の居場所づくりと社会参加のサポート活動



活動名（様式１より自動表示されます）

１．協働団体
● 第一団体（窓口となる団体）

〒

● 第二団体

〒

123-4567

123-4568

連絡先
電話番号

（ふりがな）・・　・・・・

○○　○○ ○○　○○○○

部署・
役職 代表 部署・

役職 コーディネーター

080-0000-0000

住所 XX県XX市XX町5-5-5

連絡先
電話番号 999-999-9999

URL http://www.XXXXX.jp
助成金
受取団 ○

団体概要／
事業概要
（150字程

度）

福祉サービスの質の向上に向けた取り組み、様々な福祉課題への取り組みの推進、ボランティ
アグループやNPO法人による活動への支援等、幅広い活動をおこなっている。またそのための調
査、広報、人材育成、計画作りなどに取り組んでいる。

メール
アドレス

XXXX@XXX.XX.jp
メール
アドレス

XXXX@XXX.XX.jp

実務
責任者

氏名

連絡先
電話番号 090-0000-0000

（ふりがな）・・　・・・

実務
担当者

氏名

（ふりがな）・・・　・・・

実務
担当者

氏名

メール
アドレス XXXX@XXX.XX.jp

団体名 ●●●●●

メール
アドレス

連絡先
電話番号 999-999-9999

URL http://www.XXXXX.jp
助成金
受取団

団体概要／
事業概要
（150字程

度）

××県域において、宅配事業・店舗事業・共済事業・福祉事業を柱に、組合員のくらしの向上
および地域社会への貢献をめざしている。近年では特に子育て支援に力を入れ、「地域で子育
て」を掲げて行政や様々な団体とも連携した取り組みを進めている。

XXXX@XXX.XX.jp

様式2　団体情報（協働はじめる助成）

安心の居場所づくりと社会参加のサポート活動

団体名 ■■■■■生活協同組合
団体の
種類 生活協同組合

住所 XX県XX市XX町1-1-1

（ふりがな）・・・・　・・

□□　□□□ □□□　□□

部署・
役職 XX部　部長 部署・

役職

実務
責任者

氏名

XX部　担当

団体の
種類 任意団体

http://www.XXXXX.jp
mailto:XXXX@XXX.XX.jp
mailto:XXXX@XXX.XX.jp
mailto:XXXX@XXX.XX.jp
http://www.XXXXX.jp
mailto:XXXX@XXX.XX.jp


２．参画団体

⑩

⑥

⑦

⑧

⑤

③ 株式会社◆◆◆◆

④

⑨

番号 団体名

XX市　福祉部　地域福祉課①

② ▲▲大学　社会福祉学部　XX研究室



2．応募する活動で担当する役割（各200字程度）
※応募する活動において、当該団体が主に担う役割や担当内容を具体的に記入
第一団体名 ■■■■■生活協同組合 第二団体名 ●●●●●

様式3　活動内容（協働はじめる助成）

安心の居場所づくりと社会参加のサポート活動

XX市を中心とするエリアのひきこもり支援をおこなう。●●●●●がフリースクールの運営サポートや若者の居
場所の運営、および、ひきこもり当事者の家族に対するサポートをおこない、就労を望む当事者に対しては、■
■■■■生協が店舗での就労機会を提供することで自立支援をおこなう。また、高齢のひきこもり当事者を支
援するために、XX市社会福祉協議会と協働してひきこもりサポーターの養成をおこない、訪問活動や居場所の
運営につなげる。2021年度の活動がXX市の広報誌で取り上げられ、地元の大学や企業による協力が広がっ
ている。

活動名称（様式１より自動表示されます）

1．応募する活動の内容（200〜400字）
※地域の課題やニーズを簡潔に示したうえで、活動の対象者、内容、規模が分かるように記入

ひきつづき、ひきこもり当事者を対象としたイベントの
運営に事務局として関わる。また、生協職員および組
合員を対象とした学習の場を設け、ひきこもりに対す
る理解を深める。新たに、生協店舗において、ひきこ
もり当事者のペースにあわせた就労機会を提供し、自
立に向けた支援をする。

フリースクールの運営サポートや若者の居場所の運
営、親を対象としたおしゃべり会の開催を通じて不登
校・ひきこもりの子どもや家族を支援する。また、社会
福祉協議会と協力してひきこもりサポーターの養成を
おこなう。ひきこもり当事者の回復状態を見ながら、
■■■■■生協をはじめとする協力企業の支援を
受けた就労の後押しをおこなう。

3．協働のきっかけと、これまでの協働実績（200字程度）
※団体同士がつながり協働することになった経緯と、これまでに実施した協働の内容や実績を具体的に記
入

コミュニティ連絡会で●●●●●の活動について話を聴いたことをきっかけに、ひきこもりの居場所づくりの活動に
会場の提供や店舗でのお知らせ、当日の運営スタッフなどで協力するようになった。また、組合員を対象としたひ
きこもり支援に関する学習会を協働で企画・開催してきた。これらをすすめるなかで、生協店舗で就労の機会を
提供することができないかと考えるようになり、役員や人事部門とも相談しながら組織間で具体的な進め方を検
討してきた。



【今後の展望】■■■■■生協と他市とのつながりや、各市の社協どうしのつながりを活かしながら、ひきこもり
支援の対象エリアをXX市の近隣の市へ拡大していく。また、賛同・協力いただいている▲▲大学との協働関係
を深め、ひきこもりサポーター養成のプログラム開発等にも関わっていただく予定。
【自主財源の確保方法】ひきつづき行政からのひきこもり支援に関する助成金を活用しながらも、企業や個人
の方からの寄付金の比率を高めていく。また、活動の規模に応じた自己資金の拡大をめざし、参加費を設定し
たイベントの開催を計画しており、賛同する団体・企業との協議をすすめている。

4．今後の展望と自主財源の確保方法（200字程度）
※活動の継続・発展の方向性と、助成終了後も活動を継続するための自主財源の確保方法について、現
時点での考えや取り組みを記入

5．制度事業による収入
※生協または団体として、介護保険制度、障がい者総合支援法に基づく福祉事業、生活困窮者自立支援
制度等の制度事業による収入がある場合は、その内容を記入

団体名 制度事業名
●●●●● 障がい者総合支援法



活動名（様式１より自動表示されます）

年間スケジュール

第４四半期
（1~3月）

1月 参加人数XX名 居場所開催×3回、親の会、就労支援会議、サポーター研修⑥を開催

2月 参加人数XX名 居場所開催×3回、親の会、おしゃべり会を開催

3月 参加人数XX名 居場所開催×3回、親の会、サポーター研修⑦を開催

3月 参加人数XX名 協働団体による定例会（第四四半期の振り返りと来期の活動確認）

第３四半期
（10〜12

月）

10月 参加人数XX名 居場所開催×3回、親の会、就労支援会議、秋カフェとフリーマーケット・便
利屋相談受付、おしゃべり会

11月 参加人数XX名 居場所開催×3回、親の会、サポーター研修⑤を開催

12月 参加人数XX名 クリスマス会、親の会、おしゃべり会を開催

12月 参加人数XX名 協働団体による定例会（第三四半期の振り返り来期の活動確認）

6月 参加人数XX名 協働団体による定例会（第一四半期の振り返りと三四半期の活動確認）

第２四半期
（7〜9月）

7月 参加人数XX名 居場所開催×3回、親の会、夏カフェとフリーマーケット、便利屋相談受付、
就労支援会議、サポーター研修②を開催

8月 参加人数XX名 居場所開催×3回、親の会、夏カフェとフリーマーケット、便利屋相談受付、
就労支援会議、サポーター研修③を開催

9月 参加人数XX名 居場所開催×3回、親の会、サポーター研修④を開催

9月 参加人数XX名 協働団体による定例会（第二四半期の振り返りと第四四半期の活動確
認）

第１四半期
（4〜6月）

4月 参加人数XX名 春のカフェとフリーマーケット、便利屋相談受付窓口設立、親の会・サポーター
の会総会、就労支援会議、おしゃべり会を開催

様式4　活動計画（協働はじめる助成）

安心の居場所づくりと社会参加のサポート活動

四半期 時期
めざす成果

（定量・定性）
例︓参加人数

実施内容

5月 参加人数XX名 居場所開催×3回、サポーター研修①、親の会を開催

6月 参加人数XX名 居場所開催×3回、親の会、おしゃべり会を開催
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内容/算出根拠
応募する活動の実施にあたり発生するすべての経費につ

いて、具体的な内容と算出根拠を記入してください。
詳しくは、右記の表を参照してください。

見積書
番号

①

消耗品費

だれでも食堂型の居場所で提供する食料（生協提供
分を除く）
1食450円×10人×月4回×12か月

216,000

講師謝金（サポーター研修）　@50,000円×3回分、
@20,000円×3回分
ボランティア謝礼（居場所）　＠2,000円×2名×30

330,000

1．経費明細（円）

報償費
/謝礼金

人件費

委託料

その他 ボランティア保険　28円×50×24＝33600 ③

合計 797,200

助成金額

備品購入
費

費目

食料費

500,000

33,600

55,000通信運搬
費

切手代（居場所開催チラシ送付）
　@110円×500通＝55,000円

様式5　活動予算（協働ひろめる助成）

安心の居場所づくりと社会参加のサポート活動

旅費・交
通費

40,000 20,000

0

活動予算
（税込）

応募する活動
にかかるすべて
の経費の合計

額

助成金
申請額

活動予算のう
ち助成金を申
請する金額

衛生用品（トレぺ・ティッシュ・ウエットティッシュ）3000
円、コピー用紙・文房具2000円、プリンターインク8000
円×2、使い捨てカトラリー2000円

23,000 0

活動名称（様式１より自動表示されます）

広報費
/印刷費

印刷費（居場所開催チラシ）
　2,000枚＝40,000円

ボランティアスタッフ3名のバス移動（居場所開催）＠
200×往復×3人×月4回×12か月＝57,600円
車移動片道5K×２人×月4回×12か月＝ℓ160円＝
昨年実績10000円

67,600 67,600

216,000

165,400

8,000

9,000 0

修繕費

使用料
/賃借料 講演会場使用料 ② 23,000 23,000

材料費 夏カフェ開催用紙コップ、紙皿、紙エプロン、
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「食料
費」助
成対
象判
定

フードバンク・フード
パントリー等 該当 生協からの寄付だけではなく、業者さんにも声がけをして、食材の提供にご協力

いただいている。ひきこもりは貧困が起因となる場合があり、引きこもり本人だけ
ではなく家族も含めた対応が必要で、多世代食堂としての活動だけに収まら
ず、フードバンクとしての活動も心掛けている。

収入に占める各区分の割合

本助成金
（見込）

CO･OP共済 地域ささえあい助成 500,000 63%

3．上記2の質問で他の助成金を使用する場合、他の助成金と「地域ささえあい助成」の助成金をど
のように住み分けて使用する予定か具体的にご記入ください。

他の助成金
(申請中含) 〇〇助成制度 87,000 11%

自己資金

※ その他、各費用の補足説明等がある場合は、下欄にご記入ください。

区分 内容

自己資金

子ども食堂等 該当

高齢者等の見
守り活動等 該当

※ 以下の費用を助成申請する場合は、「応募要項」の「別紙︓経費ガイドライン」を参照し、下欄に申請理由をご記入くだ
　　備品購入費……購入する物品が単価20万円を超える場合は、その物品の必要性と賃借できない理由をご記入ください。
　　修繕費……活動の実施に不可欠な修繕・改修であることをご説明ください。

13%

797,200 100%

（１）食料費を助成申請する場合
※ 「食料費」を助成申請する場合は、下表の該当する活動の「非該当」を「該当」へ変更してください。
※ 「応募要項」の「別紙︓経費ガイドライン」を参照し、食料の提供を通じて大切にしていること・工夫していることをご記入ください。

（２）その他の特記事項

※地域ささえあい助成が活動のどこに役立っているか明確にできるよう、住み分けをご記入ください。

○○助成制度にも申請を出しています。消耗品に関するものと印刷費に関するものを申請中です。その為、地域ささえあい助
成とは項目で被らないので、はっきりとした判断ができます。通らない場合は自己負担で賄う予定です。

合計

その他 利用料 97,200 12%

4．特記事項

13,000 2%

寄付金 寄付金 100,000

割合金額
（税込）

2．主となる団体の応募する活動における収入見込（単位︓円、％）
※ 助成を受ける年度の応募する活動における収入見込をすべてご記入ください。
※ 協働団体からの資金提供等、１〜４の区分に該当しない場合には「5.その他」の区分にご記入ください。

63%

2%

12%

11%

12%
1

2

3

4

5


